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本取組みの背景・目的

地域のスマートモビリティサービスを公共財の考え方を活用して
広く持続的に提供していくための研究をスタート

本取組背景

目的

① 人口減少、高齢化により、特に地方公共交通サービスの事業性が縮小トレンドに入る中で、スマートモビ
リティ（とくに自動運転）を前提とした地域交通サービスの将来を提案する必要
（公共財としての交通サービスのあり方）

② 自動運転走行による公共交通実現のためには、負担の大きいリアル財（インフラや車両）を公共財とし
て共有する仕組み及び、リアル財や自動運転導入を低価格化するための標準化された仕様が必要

③ 今後、公共財コンセプトを踏まえた社会インフラ整備のあり方、法体系の整備等の方針について原案を取
りまとめた上で行政・関係省庁へ政策提言を行う必要

• 上記を踏まえ、今後のあるべき「公共財」をベースとしたスマートモビリティサービス提供のあ
り方を「本小委員会」にて「制度設計/法整備」「サービスのあり方」「運行管理システム仕様」
の諸論点分けて方向性を提案する

公共財検討の背景と目的
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公共財としてのモビリティサービス提供の必要性 ：社会課題

採算性が確保しにくく、社会インフラとして公的意義が大きい地方交通インフラにおいては
“公共財”としてのモビリティサービス提供が必要不可欠

公
的
意
義

大

小
マーケットポテンシャル 大小

7大都市ターミナルと
近郊市街地間の移動

過疎地間の移動

遊覧/娯楽

観光地移動

地方過疎地内移動
(交通/物流)

n/a余暇への価値

ビジネスへの価値

地方過疎地から
地方ターミナル駅への移動

自動運転社会におけるモビリティサービスの“公的意義×マーケットポテンシャル”

7大都市近郊の市街地間の
移動

低採算･単独事業化困難領域 単独事業成立領域

地方交通インフラへの価値

経済合理性の追求のみを志向すれば、サービス提供領域は大都市偏重にならざるを得ない。
地方交通インフラを維持するには、「公共財」としてのモビリティサービス提供が必要
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公共財に求められる機能と役割

インフラ保有と維持 ルール/仕様の策定と管理

◼ 「専用道」「各種路面設置IoTデバイス」「交通管制シス
テム」「車両」「地上インフラ」等、固定資産の保持/運
用（事業者への提供等）

◼ 公共財プラットフォーム参加企業各社のシステム/車両ス
ペック等の連携に関する各種ルール/仕様を策定と管理

公共財に求められる役割と機能

公共財の機能と役割は大きく「路面設置機器や車両などの固定資産の保有と提供」及び「仕様策定と管理・運用」の
2つと想定

上記方向性を踏まえた「公共財の運営主体」と「提供機能」の検討を行いたい【☞次頁】
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本小委員会にて討議したいこと：スマートモビリティサービスにおける“公共財”のあり方

本取組にて、“公共財”としてのモビリティサービスを明確に定義し、行政へ提言していきたい

Who
どのような主体が
実施するのか？

What
何を提供すべきか？

• 公共性の高いサービスとして公的資金を財源に国/行政が主導【公助】

• 上記を中心としつつも一部、民間からの財源(内部補助)といった方法も想定【共助】

• 以下のような機能が想定
‒ 実現するための税制および補助金/税制優遇の提供
‒ 交通サービスのプラットフォーム/ソフトウェアの提供
‒ 交通サービスのハードウェア(路面機器・車両等)の提供
‒ 各サービス事業者の運行システムを連携させる仕様の設計と管理運用

自動運転社会における公共財とは何か？【討議事項】
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公共財アーキテクチャ概要

公共財の提供の形式として複数のパターンが考えられる為、あるべき公共財の考え方について討議したい

自
動
運
転
車
両

消費者接点
事業者

配車運行
管理主体

プラットフォーム
(S/W)

ボディ

台車

インフラ

リアル
アセット
(H/W)

公共財構成要素

• 公共財PF上で提供されるサービスは
「交通」だけではなく、飲食・小売等
の「ヒトの移動以外サービス」も想定

• 配車運行管理は民間企業以外に
自治体・第三セクター等も想定

• 「仕様を提供するのみのケース」と
「公共財が一部モジュールを提供す
るケース」「運行管理システムその
ものを提供するケース」が想定

1

2

3

• 自動運転車両空間上では「ヒトの移
動」「モノ・コトの移動」「その他
コンテンツサービス等」が提供

• 車両は公共財仕様に準拠して各事業
者が製造・保有する車両と公共財そ
のものが保有する車両が想定

民間企業 自治体 第三セクター
飲食/小売/物流
医療・福祉

広告/
保守・管理等

民間企業 自治体 第三セクター

交通事業者

運行管理PF

配車運行管理

路面機器
専用レーン／専用道

モノ・コト
の移動

車両自体に
対するサービス

ヒトの移動

概念構造

車両
（公共財保有車）

車両
（公共財仕様車）

• 路面機器についても公共財は仕様提
供のみを行うケースとデバイスその
ものを保有・提供するケースが存在

概要

サービス
提供事業者

車両活用事業 車両付帯事業

交通 交通以外
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公共財のあり方：①プラットフォーム(S/W)の提供方法

運行管理PF
（公共財）

運行管理PF
公共財
仕様

Op.1

公共財仕様の
定義のみ行う 運行管理PF

公共財
運行管理

Op.2

公共財PF機能を
提供（民間は自社
機能に組み込む）

Op.3

公共財PFサービス
を提供する（民間
は運営のみ実施）

プラット
フォーム
(S/W)

プラットフォーム(S/W)の公共財のあり方について討議したい

1

公共財の
提供方法詳細

• 公共財のモビリティサービス向けの
運行管理PFの標準的な仕様書のみを
提供する

• 公共財のモビリティサービス向けの
運行管理PFに必要な一部の機能を開
発し提供する

• 民間は自社の運行管理PFに当該機能
を取り込む形でサービスを提供する

• 公共財のモビリティサービス向けの
運行管理PFを開発し提供する

• 民間は、運行管理PFをそのまま利用
する形でサービスを提供

Pros

• 民間の事業者ごとに運行管理の細か
なルールの調整が不要となる

• 運行PFを開発する場合に比べて公的
財源への負担が軽減できる

• 運行管理に必要な機能を民間開発す
る必要ない

• 民間の事業者ごとに運行管理の細か
なルールの調整が不要となる

• モビリティサービスの必要な運用管
理PFの導入をスピード感をもって実
施し易い

Cons

• 仕様に従って開発されているかの担
保が難しい

• 仕様変更があった場合の反映に時間
がかかる、もしくは対応されない
ケースが発生する

• 民間の運行管理PF機能と接続・調整
に時間を要する可能性がある

• 開発対象範囲が広く開発や民間サー
ビスとの接続・調整に時間を要する
可能性がある

• 民間の特徴が出しにくくなる
• 公的財源負担が大きくなる

想定オプションと時点評価

※基本機能としての公共財
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公共財のあり方：②車両の提供方法

民間サービス

車両
（公共財保有車）

車両
（公共財仕様車）

民間サービス
公共財
仕様

Op.1

公共財仕様の定義
のみ行う

Op.2

公共財として
保有・提供する

車両

車両の公共財のあり方について討議したい

2

公共財の
提供方法詳細

Pros

Cons

• 公共財として利用される車両の製造及び設計に関して
標準的な仕様を提供する

• 自動運転ソフトウェアなどオープンな仕様・ソフトウェアを活
用する

• 車両は民間サービス会社が保有し運営する

• 公共財として利用される車両の製造及び設計に関して
標準的な仕様書に基づく車両を提供する

• 自動運転ソフトウェアなどオープンな仕様・ソフトウェアを活
用する

• 車両は、国・行政が保有し民間がサービス運営する

• 台車製造メーカごとの車両設計に応じた調整が不要となる
• 国が車両を保有する場合に比べて、公的財源負担が軽減できる
• 民間で必要な機能を追加できる
• 価格競争が発生し、全体的にコストが下がる可能性がある

• モビリティサービスの継続に必要な車両設備の確保をスピード
感をもって実施し易い

• 先進的な技術を活用した車両導入を積極的に推進し易い

• モビリティサービスの継続に必要な車両設備を確保できない
（足りない/時間がかかる）可能性がある

• 車検のようなレベルで公共財仕様にあっているか等の定期的な
検査が必要になる（仕様が更新されていく前提）

• 公的財源負担が大きくなる

想定オプションと時点評価

仕様のみ提供 「台車のみ提供」 or 「ボディと台車の提供」
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公共財のあり方：③インフラの提供方法

専用レーン／専用道

路面機器
（公共財）

路面機器

公共財
仕様

専用レーン／専用道

Op.1

公共財仕様の定義
のみ行う

Op.2

公共財として
保有・提供するインフラ

インフラの公共財のあり方について討議したい

3

公共財の
提供方法詳細

Pros

Cons

• 公共財として利用される地上インフラの製造及び設計に関して
標準的な仕様書を提供する

• 地上インフラは民間サービス会社が保有し運営する

• 公共財として利用される地上インフラの製造及び設計に関して
標準的な仕様書に基づく地上インフラを提供する

• 地上インフラは、国・行政が保有し民間がサービス運営する

• 公的財源負担が軽減できる

• モビリティサービスのネットワーク維持に必要な地上インフラ
設備の導入をスピード感をもって実施し易い

• 先進的な技術を活用したインフラ設備導入を積極的に推進し易
い

• モビリティサービスのネットワーク維持に必要な地上インフラ
設備を確保できない（足りない/時間がかかる）可能性がある

• 公的財源負担が大きくなる

想定オプションと時点評価

民間による路面機器の設置・保有は考えにくいことから前提は上記Op.2と想定
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【参考】公共財のあり方：モビリティサービスを構成する要素 （案）

“公共財”としての活用が想定される「プラットフォーム(S/W)」「リアルアセット(H/W)」に分けて
その提供方法を検討していく

構成要素の例
“公共財”の想定活用領域

リアルア
セット
(H/W)

プラットフォーム
(S/W)

サービス運営者

車両

インフラ

サービス構成要素

非モビリティサービス実現に必要な機能群モビリティサービス実現に必要な機能群

運行管理ｼｽﾃﾑ

安全運転支援
（動態管理）

検索・予約

マッチング

決済

交通予測

配車管理

個人認証

異常監視

プライシング

行動分析

エネルギー
マネジメント

運行分析

用途別地図
（災害マップ等）

交通量分析

etc

モビリティサービス関連データ群（データ連携分含む）

個人情報
（秘匿化／匿名化）

移動データ
（公共交通／人流）

道路交通情報
（交通管制など）

ｾｷｭﾘﾃｨ関連

etc

公共交通情報
（電車／飛行機など）

オープン
データ

異業種
データ

MaaS関連
データ

気象情報 etc

通信インフラ

LTE/5G DSRC/C-V2X インターネット回線 専用回線 etc

自動運転EV車

台車
（電動パワートレイン／電動パワーステアリング／電動制御ブレーキ など）

センサー
（カメラ／レーダー／LiDAR など）

各種サービス・運営者

保険関連
サービス

交通
サービス

物流
サービス

機体整備
サービス

データ提供
サービス

遊覧観光
サービス

ポート
関連サービス

etc

道路交通インフラ

信号機 路側機 専用レーン

周辺施設／設備

駅／ポート 充電スポット 整備場

運行管理PF

車両制御SW（基本機能） 自動運転関連SW（三次元位置推定／操舵制御／車両認識など）

通信（LTE／DSRC/C-V2X）

その他（OTA など）

本小委員会による提言を取りまとめた上で、コンソーシアム組成後に各論をつめていく想定
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検討ロードマップ

本小委員会における検討ロードマップは以下の通り進めていきたい

スマートローカルモビリティ公共財プラットフォーム小委員会の検討ロードマップ

本小委員会
検討論点の整理

• 公共財が求められる
社会背景の定義

• 本小委員会で検討す
べきテーマとオプ
ションの整理

検討
期間

Agenda

2022年度 2023～2024年度 2025年度

公共財サービス提供のあり方検討
政策提言書
とりまとめ

公共財実現シナリオ
の具体化

コンソーシアム
組成準備

公共財アーキテクチャのあり方検討

制度設計/法整備のあり方検討
公共財システム
仕様詳細設計

公共財の定義
構造の整理

各検討オプションの
方向性定義

計2回開催 計12回開催

後続検討
Agendaの整理

スマートローカルモビリティ公共財プラットフォーム小委員会 コンソーシアム

11月

監督官庁
自治体等討議

• 各検討テーマにおけ
るオプション評価と
方向性の合意形成

• 公共財として管理すべき領域及び、具備すべき機
能要件定義

• 各事業者保有システムとの連携方針定義

• 公共財運営の財源確保のあり方定義
(税制等)

• 法体系の整備方針の定義

• 公共財が民間事業に提供すべきサービス定義 • 左記、「サービス」
「システム」「制
度」を取りまとめた
公共財の全体構想整
理

• 公共財の実現に向け
た課題解決の方向性
定義

• 公共財の概念と必要
性を行政に提言する
方向資料の作成

• 政策提言を踏まえた、
各省庁及び自治体と
の意見交換及び、各
論討議

• 取りまとめた公共財
構想の社会実装に向
けた残課題の整理

• 民間事業者を含めた
詳細検討機関の発足
に向けた各種契約等
準備

• 運行管理システムの
仕様詳細設計

• 各事業者システムと
のAPI連携ルール策定

計4回開催 3月

コンソーシアムWG
発足

• 小委員会にて取りま
とめられた方針に基
づき、コンソーシア
ムWGを組成
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連絡事項

本小委員会は以下の方針で運営していきたい

# ロジ周りの進め方確認ポイント 方針案

1 コミュニケーション、連絡手段はどのようなツールを利用するか？ 2ヶ月に1回の会合を想定。それ以外は幹事会（分科会）実施想定）

2 ファイル、資料の共有はどのように行うか？ メールで共有

3 当日の資料投影、資料印刷は必要か？どのように行うか？
第2回以降、リモート開催の場合は投影のみ
(本日、第一回はオンサイトで実施のため、投影と併せて資料印刷)

連絡事項


